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１．１７年３月期の連結業績（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日） 
（１）連結経営成績                                                 (注) 金額は百万円未満切捨 

 営 業 収 益           営 業 利 益           経 常 利 益           
 

17年 3月期 
16年 3月期 

      百万円      ％ 
  129,068        1.9 
  126,712       8.9 

     百万円    ％ 
   2,983          4.4 
  2,859         3.1 

     百万円    ％ 
  3,669        11.3 
  3,298        4.0 

 
 

当 期 純 利 益 
１株当たり 

当期純利益 
潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

株 主 資 本       
当期純利益率 

総  資  本 
経常利益率 

営 業 収 益      
経常利益率 

 

17年 3月期 
16年 3月期 

   百万円     ％ 

    2,173     52.1 
    1,428  △ 70.4 

   円  銭 

 22  94 
  14  50 

    円  銭 
21  36 

     

      ％ 

   4.2 
     2.8 

    ％ 

  2.9 
  2.7 

    ％ 

  2.8 
  2.6 

（注） ①持分法投資損益     17 年 3 月期      147 百万円   16 年 3 月期       65 百万円 
    ②期中平均株式数（連結） 17 年 3 月期   91,078,245 株    16 年 3 月期   93,126,320 株 
    ③会計処理の方法の変更   無 
    ④営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパ－セント表示は、対前期増減率 
（２）連結財政状態 
 総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本 
 

17年 3月期 
16年 3月期 

        百万円 

127,908 
128,292 

         百万円 

52,496 
50,734 

      ％ 

41.0 
39.5 

     円   銭 
   575    96 
   553    26 

（注）期末発行済株式数（連結） 17 年 3 月期   90,999,907 株     16 年 3 月期   91,559,699 株 

（３）連結キャッシュ・フロ－の状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロ－ 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロ－ 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロ－ 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 

17年 3月期 
16年 3月期 

       百万円 

       3,467 
       3,564 

        百万円 

     △ 4,061 
     △ 3,401 

       百万円 

         833 
   △  2,235 

       百万円 

      16,039  
      15,799 

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
     連結子会社数 28 社  持分法適用非連結子会社数 －社  持分法適用関連会社数   8 社 
（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
     連結  （新規）  －社 （除外）  －社      持分法  （新規）  1 社 （除外） －社 
 

２．１８年３月期の連結業績予想（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 
 営  業  収  益           経  常  利  益           当 期 純 利 益 
 

中 間 期      
通 期      

        百万円 

          64,700 
         131,200 

        百万円 

           1,770 
           3,770 

        百万円 

 450 
1,550 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  17 円 03 銭 

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今

後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
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１．企 業 集 団 の 状 況             
 

 当社の企業集団は、当社、子会社２８社及び関連会社８社の計３７社で構成しており、オールトナミグループとして

総合物流事業の展開を図っております。 

総合物流事業の展開は、貨物輸送並びにそれに付帯する業務を中心に行う物流関連事業と、物品販売等を中心に行う

その他事業に区分されております。 

  

事 業 区 分 営業収益区分 主    要     な     会    社 

貨 物 自 動 車        

運 送 事 業        

当社、関東トナミ運輸(株)、呉西トナミ運輸(株)、大阪トナミ運輸(株)、 

その他子会社１４社 

東砺運輸(株)、その他関連会社２社 (計２１社) 

貨 物 利 用 

運 送 事 業 

当社、関東トナミ運輸(株)、呉西トナミ運輸(株)、大阪トナミ運輸(株)、 

その他子会社１３社 

東砺運輸(株)、その他関連会社４社 (計２２社) 

倉 庫 業        
当社、関東トナミ運輸(株)、京神倉庫(株)、その他子会社２社 

ワイ・ケイ物流(株)、その他関連会社１社 (計 ７社) 

物流関連事業 

港湾運送事業        日本運輸(株) (計 １社) 

自動車修理業        当社 (計 １社) 

損害保険代理業 当社、トナミ商事(株) (計 ２社) 

物品販売並びに 

委 託 売 買 業        
当社、トナミ商事(株)、その他子会社５社 (計 ７社) 

総合リース業        トナミ商事(株) (計 １社) 

旅 行 業        トナミ商事(株) (計 １社) 

ダ イ レ ク ト         

メ ー ル 業        
関東トナミ運輸(株) (計 １社) 

旅 館 業        庄川観光(株) (計 １社) 

その他事業       

そ の 他 事 業        

けいしんシステムリサーチ(株)、(株)トナミ自動車科学研究所 

その他子会社１社 

(株)ジェスコ、その他関連会社２社 

(計 ６社) 

 



事業の系統図は次のとおりであります。

・集荷・配達 ・自動車修理
・損害保険契約

販 ・貨物保管 販 ・物品販売
・総合リース

売 ・港湾運送事業 売 ・旅行サービス
・ダイレクトメール発送
・旅館業

 ・連絡運輸   ・連絡運輸  ・損害保険契約  ・自動車修理
販  ・運送委託 　仕   ・運送委託  販  ・物品販売 　仕  ・損害保険契約

 ・貨物保管   ・貨物保管  ・総合リース  ・物品販売
売 　入  売  ・旅行サービス 　入

 ※子会社  ※子会社  ※子会社  ※子会社
関東トナミ運輸㈱ 関東トナミ運輸㈱ 関東トナミ運輸㈱ 関東トナミ運輸㈱
呉西トナミ運輸㈱ 呉西トナミ運輸㈱ トナミ商事㈱ 呉西トナミ運輸㈱
湘南トナミ運輸㈱ 湘南トナミ運輸㈱ 東洋ゴム北陸販売㈱ 湘南トナミ運輸㈱
大阪トナミ運輸㈱ 大阪トナミ運輸㈱ けいしんシステム 大阪トナミ運輸㈱
全ト運輸㈱ 全ト運輸㈱         リサーチ㈱ 全ト運輸㈱
神奈川トナミ運輸㈱ 神奈川トナミ運輸㈱ とやま地酒販売㈱ 神奈川トナミ運輸㈱
石川トナミ運輸㈱ 石川トナミ運輸㈱ 東洋シンソウ㈱ 石川トナミ運輸㈱
茨城トナミ運輸㈱ 茨城トナミ運輸㈱ ㈱トーヨータイヤ 茨城トナミ運輸㈱
関西トナミ運輸㈱ 関西トナミ運輸㈱       富山ショップ 関西トナミ運輸㈱
中京トナミ運輸㈱ 中京トナミ運輸㈱  ※関連会社 中京トナミ運輸㈱
福井トナミ運輸㈱ 福井トナミ運輸㈱ 高岡ケーブル 福井トナミ運輸㈱
新潟トナミ運輸㈱ 新潟トナミ運輸㈱   ネットワーク㈱ 新潟トナミ運輸㈱
埼玉トナミ運輸㈱ 埼玉トナミ運輸㈱ ㈱ジェスコ 埼玉トナミ運輸㈱
河合運送㈱ 河合運送㈱ ㈱静岡ドキュメント 河合運送㈱
エイティエス㈱ エイティエス㈱       セキュリティ エイティエス㈱
武生通運㈱ 武生通運㈱ 武生通運㈱
日本運輸㈱ 日本運輸㈱ 開発研究部門 日本運輸㈱
トナミ航空 トナミ航空  ※子会社 トナミ航空
　サービス㈱ 　サービス㈱ ㈱トナミ自動車 　サービス㈱
京神倉庫㈱ トナミ商事㈱       科学研究所 トナミ商事㈱

 ※関連会社 東洋ゴム北陸販売㈱ 東洋ゴム北陸販売㈱
ワイ・ケイ物流㈱  ※関連会社 その他金融サービス けいしんシステム
東砺運輸㈱ 東砺運輸㈱  ※子会社         リサーチ㈱
北海道トナミ運輸㈱ 北海道トナミ運輸㈱ トナミビジネス 庄川観光㈱
高岡通運㈱ 高岡通運㈱      サービス㈱ とやま地酒販売㈱
㈱ホクリュウ ㈱ホクリュウ 東洋シンソウ㈱

㈱ジェスコ ㈱トーヨータイヤ
㈱静岡ドキュメント       富山ショップ
　　　セキュリティ 京神倉庫㈱

 ※関連会社
ワイ・ケイ物流㈱
東砺運輸㈱
北海道トナミ運輸㈱
高岡通運㈱
㈱ホクリュウ
高岡ケーブル

（注）１．子会社は全て連結しております。   ネットワーク㈱
　　　２．関連会社は全て持分法を適用しております。 ㈱ジェスコ

㈱静岡ドキュメント
　　　セキュリティ

得意先

当社

物流関連事業 その他事業

- ２ -
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２．経 営 方 針 

 

１．経営の基本方針 

   当社は、「輸送を通じ社会に寄与し事業の発展をはかる」ことを経営理念とし、お客

様に「安全で確実で迅速なサービス」を提供することを通して事業の発展をはかり、

株主の皆様へ「適正で安定した配当」を継続することを経営の基本方針としておりま

す。 

この方針に基づいて、常に企業価値の向上に努め、収益性を確保し、その成果を株

主の皆様、お客様、取引先、従業員、社会と適正に分かち合うことが当社の使命と考

えております。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

     当社は、自己資本の充実と将来への適切な投資が企業の永続的な発展には不可欠で

あり、ひいては、そのことが株主皆様の利益を確保することになると考えております。 

したがって、利益配分につきましては、将来の事業展開と経営基盤強化のために必

要な内部留保を確保し、財務の健全性を維持しながら業績に応じた適正な配当を行う

ことを基本方針としております。 

なお、当期の期末配当金は、1 株当たり3 円とさせていただき、既に実施済みの中間

配当金 1 株当たり3 円を含め、年間6 円の配当金を予定しております。 

 

３．投資単位の引き下げに関する基本方針 

   現在、当社の１単元の株式数は 1,000 株ですが、投資家層の拡大や株式流動性の向

上をはかるうえで、投資単位の引き下げは重要な施策のひとつであると考えておりま

す。実施に際しては、市場動向を勘案しつつ慎重に対応してまいります。 

 

４．目標とする経営指標 

   当社グループは、重要な経営指標として、営業収益経常利益率 2.5％、株主資本比率

40％、株主資本経常利益率 6.5％を目標値として掲げております。 

   当期の営業収益経常利益率は 2.8％となり、目標の利益率を達成いたしました。今後、

さらなる営業収益の確保と運営効率化を進めることで、利益率の向上に取り組んでま

いります。また、株主資本比率は 41.0％、株主資本経常利益率は 7.0％となり、とも

に目標値を達成することができました。 

   なお、当社グループは、本年 4 月に、平成 20 年 3 月期を最終年度とする新中期経営

計画を策定し取り組みを開始しておりますが、新たに目標とする経営指標を以下のと

おりに設定しております。 
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    ・営業収益経常利益率    3％ … 最終年度（平成 20 年 3 月期）目標 

    ・株主資本比率      40％ 

    ・株主資本経常利益率    7％ 

今後も継続して株主資本の効率的な運用と期間業績の向上をはかり、グループ企業

をあげて、目標の達成に努めてまいります。 

 

５．中長期的な会社の経営戦略 

当社は、本年度より「新たな価値創造企業集団を目指して ～企業革新への挑戦～」

を基本スローガンとする「第 17 次中期経営計画」をスタートさせました。 

   この中期経営計画においては、 

①物流ソリューション事業の推進 

②物流品質の一層のレベルアップ 

③国際事業部門への取り組み強化 

④特別積合せ事業部門の収益改善 

⑤人材の確保･育成 

⑥内部統制体制の構築 

の 6 つを骨子として重点的に取り組むことにより、物流事業におけるさらなる価値創

造と社会的責任（ＣＳＲ）を果たす経営を推進し、競争力と社会的な存在価値を高め、

当社グループ経営の拡大をはかってまいります。 

 

６．事業等のリスクについて 

 （１）公的規制について  

ディーゼル車排出ガス規制など環境規制が一層強化されることにより、コスト負担

が増加するおそれがあり、ひいては当社グループの事業展開及び業績に影響を及ぼす

可能性があります。 

 （２）コスト増について 

   原油価格の上昇にともなう燃料費の高騰により、輸配送コストが上昇するおそれが

あり、ひいては当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 （３）顧客との取引関係について 

   当社は、投資に際して、綿密な事業収支計画に基づき、慎重な投資判断を行ってお

りますが、顧客の業績悪化や取引停止などにより、投資回収に支障を来たすおそれが

あり、ひいては当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 （４）重大な事故の発生について 

   当社は、交通安全及び貨物の管理に配慮した事業活動を行っておりますが、重大な

事故が発生した場合には、顧客の信頼及び社会的な信用が損なわれるおそれがあり、

ひいては当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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７．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

（１）基本的な考え方 

当社は、変化する経営環境に的確に対応するために、意思決定を迅速かつ適切に行

い、責任系統を明確にするための組織体制を整備することにより、経営の効率性と透

明性を高めることがコーポレートガバナンスの基本であると考えております。 

（２）実施状況 

①経営管理組織として、月１回の取締役会のほか、毎月２回の全取締役による経営

管理会議を開催し、重要事項の意思決定を迅速・的確に行い、効率的かつ機能的

な運営を行っております。 

②監査役は、取締役会に出席するほか、当社の業務執行状況や財務状況の調査をは

じめ、その適法性や妥当性を監査する機関として日常的に調査を実施し、経営の

健全化に努めております。また、社内監査部門、子会社監査役、会計監査人と連

携し、当社グループ監査体制の充実をはかっております。 

なお、当社は、取締役会の活性化と意思決定の迅速化を図るため、平成 15 年 6 月の

定時株主総会決議により取締役を 15 名から 10 名に削減するとともに、執行役員制度

を導入致しました。本年 3 月末現在の経営体制は、取締役 10 名、執行役員9 名（うち

取締役 2 名）、監査役5 名（うち社外監査役3 名）でありますが、本年からスタートい

たしました「第 17 次中期経営計画」遂行のため、取締役を 12 名体制にすることにい

たしております。 

 

８．組織機構改正と役員、執行役員の人事異動について 

当社は、本年 4 月からスタートいたしました「第 17 次中期経営計画」遂行のため、

平成 17 年 5 月 13 日の取締役会において、組織機構を改正するとともに、役員及び執

行役員の異動を行うことを決議いたしました。概要は以下のとおりです。 

（１）組織機構の改正について･･･平成 17 年 6 月 1 日付改正 

本社の組織につきまして、従来の 4 本部（営業本部、企画管理本部、人事管理本部、

車両・安全管理本部）を再編し、6 本部（営業本部、ソリューション事業本部、管理

本部、人事管理本部、品質・安全管理本部、情報システム本部）といたします。 

    ①戦略事業部門の強化 

     ・従来の営業本部から、システム物流事業、航空・国際事業部門を分離・統合

し、ソリューション事業本部として組織し、戦略機能と提案営業力を強化す

ることにより、事業の拡大をはかることといたします。 

    ②物流品質管理機能の強化 

     ・品質管理機能を営業本部から分離して、従来の車両・安全管理本部内に品質

管理部を新設し、営業本部の各部門と連携はかり、物流品質向上に取り組む

ことといたします。 
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     ・これに伴い、車両・安全管理本部の名称を品質・安全管理本部に変更するこ

とといたします。 

    ③環境関連事業の取り組み強化 

     ・環境関連事業部を新設し、環境関連事業の取り組みを強化することといたし

ます。 

    ④環境保全の取り組み強化 

     ・環境対策室を新設し、環境保全への取り組みを強化することといたします。 

    ⑤情報システム部門の強化 

・情報システム部門は本部とし、新技術の導入やシステム開発力を強化するこ

とといたします。 

    ⑥経営企画室の分離 

・経営企画室は、従来の企画管理本部から分離することといたします。 

     ・これに伴い、企画管理本部の名称を管理本部に変更することといたします。 

（２）役員・執行役員の異動･･･平成 17 年 6 月 1 日付及び平成 17 年 6 月 29 日付異動 

   組織機構改正に伴い、一部役員及び執行役員の人事異動を行います。 
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３．経営成績及び財政状態 

 

１． 経営成績 

   当期の日本経済は、堅調な企業収益や設備投資に支えられ、景気は回復基調で推移

いたしました。しかしながら、雇用や所得環境の先行き不透明感から個人消費は力強

さを欠き、本格的な回復基調には至りませんでした。 

   物流業界におきましては、国内貨物輸送量の減少が続くなか、顧客の物流効率化、

コスト抑制の動きが依然として強く、また環境・安全対策、原油高などのコスト負担

の増加もあり、厳しい経営環境が続きました。 

   このようななかで、当社は、平成 14 年 4 月にスタートし、本年 17 年 3 月期を最終

年度とする「中期経営計画」の諸施策を具体化することを最重点課題として運営して

まいりました。具体的には、営業面では、高度化するお客様の物流ニーズに対応する

ため、システム物流や共同配送システムなどの提案営業を積極的に推進し、新規顧客

を獲得するとともに、情報システムの活用により輸送品質・作業精度の向上に努め、

グループ企業をあげて営業収益の確保に取り組んでまいりました。以上のような諸施

策を実施しました結果、例年にない自然災害の影響がありましたものの、営業収益は

1,290 億 68 百万円となり、前期に比べ 1.9％の増収となりました。 

一方、内部運営面では、生産性向上による運営効率化と諸経費削減にグループ企業

をあげて取り組んでまいりました。この結果、経常利益は 36 億 69 百万円となり、前

期に比べ 11.3％の増益となりました。また、当期純利益は 21 億 73 百万円となり、前

期に比べ 52.1％の増益となりました。 

 

  事業別の業績は以下のとおりでありました。 

 

 （物流関連事業） 

物流関連事業の自動車運送事業では、国内貨物輸送量の減少が続くなか、企業間競

争が一段と激しさを増し、運賃単価が引き続き低下するなど、非常に厳しい事業環境

が続きました。当社グループ企業は、輸送品質の向上に努めるとともに、積極的な営

業展開をはかり、取扱量の確保を最優先とした取り組みを行いました。さらに、お客

様の物流業務全般の合理化を提案し、関連業務全般を一括受注する倉庫事業において

も、積極的な営業を展開し収益拡大に努めてまいりました。このような取り組みの結

果、物流関連事業の営業収益は 1,178 億 16 百万円となり、前期に比べ 2.6％の増収と

なりました。 
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 （その他事業） 

   その他事業では、112 億 52 百万円となり、前年に比べ 5.6％の減収となりました。 

 

   次期の見通しにつきましては、日本経済は、デフレ基調が続くなか本格的な回復は

望めないものの、緩やかながらも安定成長が持続できると予測されております。 

   物流業界におきましても、国内貨物輸送量の回復が望めないなかで、環境や安全に

対する社会的規制の強化や燃料価格高値推移などのコスト負担増、お客様へのさらな

る高品質かつ効率的な物流システムの提案など、対処すべき課題が山積しており、経

営環境はさらに厳しさを増すものと思われます。 

   このようななかで、本年度スタートさせました「第 17 次中期経営計画」に掲げまし

た目標への取り組みを強化し、営業収益の確保と収益力の向上をはかるとともに、企

業の社会的責任（ＣＳＲ）活動の強化にグループ企業をあげて取り組むことといたし

ております。 

なお、設備投資は、京阪流通センター（京都府）の新施設が完工し、すでに稼動に

入っております。また、東大阪支店（大阪府）を代替し、施設増強をはかっておりま

す。さらに、次期におきましては、西淀川流通センター（大阪府）の新設を予定して

おり、今後とも輸送ネットワーク及び倉庫施設の拡充をはかってまいります。 

   通期の業績見通しといたしましては、営業収益 1,312 億円（前年同期比 101.7％）、

経常利益 37 億 70 百万円（前年同期比 102.8％）、当期純利益につきましては減損会計

の影響等を勘案し 15 億 50 百万円（前年同期比 71.3％）を見込んでおります。 

 

２．財政状態 

   当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）

は、主に営業活動によるキャッシュ・フローの増加、社債発行に伴う財務活動によるキ

ャッシュ・フローの増加と設備投資における投資活動によるキャッシュ・フローの減少

によるものであります。その結果、資金残高は、前連結会計年度末に比べ 2 億 39 百万

円増加し、160 億 39 百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動による資金の増加は、34 億 67 百万円となっております。これは主に税金等

調整前当期純利益 36 億 9 百万円、減価償却費 26億 89 百万円であった一方、退職給付

引当金の減少額 7 億 33 百万円、法人税等の支払額 17億 36 百万円によるものでありま

す。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動による資金の減少は 40 億 61 百万円となっております。これは主に有形固

定資産の取得による支出 39 億 21 百万円によるものであります。 
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（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動による資金の増加は、8 億 33 百万円となっております。これは主に社債発

行による収入 24 億 69 百万円の増加であった一方、長期借入金の返済による支出 9 億

47 百万円、自己株式の取得による支出 2 億 10 百万円、配当金の支払 5 億 47 百万円に

よるものであります。 

 

なお、当企業集団のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 第 81 期 

平成13 年 3 月期 

第 82 期 

平成14 年 3 月期 

第 83 期 

平成15 年 3 月期 

第 84 期 

平成16 年 3 月期 

第 85 期 

平成17 年 3 月期 

自己資本比率（％） 39.0 39.1 42.4 39.5 41.0 

時価ベースの自己資

本比率（％） 
16.8 21.3 23.8 28.2 28.0 

債務償還年数（年） 4.5 4.4 6.4 7.3 7.3 

インタレスト・カバレ

ッジ・レシオ 
13.5 14.6 10.7 10.8 13.1 

※ 自己資本比率：自己資本／総資産 

  時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

  債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

  インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

  １．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

  ２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により計算しております。 

  ３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャ 

    ッシュ・フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上され 

    ている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、 

    利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用してお 

    ります。 



連 結 貸 借 対 照 表
平成17年3月31日現在

(単位:百万円・未満切捨)

金　　額 構成比 金　　額 構成比

％ ％
(資 産 の 部)

42,446        33.2 43,595        34.0 △  1,148 

現 金 及 び 預 金 15,279        15,035        244 

受 取 手 形 4,970         5,544         △    574 

営 業 未 収 金 17,749        18,653        △    903 

有 価 証 券 1,065         1,046         18 

た な 卸 資 産 567           575           △      7 

繰 延 税 金 資 産 795           710           84 

そ の 他 の 流 動 資 産 2,091         2,138         △     46 

貸 倒 引 当 金 △     72 △    109 36 

85,461        66.8 84,697        66.0 764 

(    71,790) (56.1) (    71,502) (55.7) (       288)

建 物 及 び 構 築 物 25,819        25,068        751 

機械装置及び運搬具 3,037         3,430         △    393 

土 地 42,165        41,256        909 

建 設 仮 勘 定 50            1,001         △    950 

その他の有形固定資産 716           745           △     29 

(       664) ( 0.5) (       667) ( 0.5) ( △      2)

その他の無形固定資産 664           667           △      2 

(    13,006) (10.2) (    12,527) (9.8) (       479)

投 資 有 価 証 券 7,837         6,765         1,072 

繰 延 税 金 資 産 1,179         1,455         △    276 

そ の 他 の 投 資 4,548         4,997         △    448 

貸 倒 引 当 金 △    557 △    690 133 

127,908       100.0 128,292       100.0 △    384 資 産 合 計

増 減 金 額科　　　　　目
当連結会計年度 前連結会計年度

流 動 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

－ １０ －



(単位:百万円・未満切捨)

当連結会計年度 前連結会計年度

金　　額 構成比 金　　額 構成比

( 負 債 の 部 ) ％ ％

37,010        29.0 39,018        30.4 △   2,008 

支 払 手 形 907           1,100         △     192 

営 業 未 払 金 10,405        11,413        △   1,008 

短 期 借 入 金 15,963        16,063        △      99 
1 年 以 内 返 済 予 定
長 期 借 入 金 653           911           △     257 

未 払 法 人 税 等 684           907           △     222 

未 払 消 費 税 等 466           497           △      30 

賞 与 引 当 金 1,215         1,211         3 

設 備 支 払 手 形 543           952           △     408 

その 他 の 流 動 負 債 6,169         5,961         207 

37,758        29.5 37,832        29.5 △      73 

社 債 7,000         7,000          -              
転換社債型新株予約権付社債 2,500         -             2,500 

長 期 借 入 金 1,633         2,195         △     562 
再評価に係る繰延税金負債 4,595         4,596         △       0 

退 職 給 付 引 当 金 19,376        20,110        △     733 

連 結 調 整 勘 定 402           647           △     245 

その 他 の 固 定 負 債 2,251         3,282         △   1,031 

74,768        58.5 76,850        59.9 △   2,081 

(少数株主持分)

643           0.5 707           0.6 △      64 

14,182        11.1 14,182        11.1 -              

14,687        11.5 14,687        11.4 -              

17,479        13.6 15,933        12.4 1,545 

6,767         5.3 6,769         5.3 △       1 

1,328         1.0 900           0.7 428 

△   1,949 △ 1.5 △   1,738 △ 1.4 △     210 

52,496        41.0 50,734        39.5 1,761 

127,908       100.0 128,292       100.0 △     384 

資 本 合 計
負債、少数株主持分及び
資 本 合 計

固 定 負 債

負 債 合 計

少 数 株 主 持 分

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

土 地 再 評 価 差 額 金

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

科　　　　　目 増 減 金 額

流 動 負 債

( 資 本 の 部 )
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連　結　損　益　計　算　書
自平成16年4月1日  至平成17年3月31日

(単位:百万円・未満切捨)

金 額 百分比 金 額 百分比

％ ％ ％
営 　　業　 　収 　　益 129,068      100.0 126,712       100.0 2,355 1.9 
営　　 業　 　原 　　価 119,721      92.8 117,860       93.0 1,861 1.6 

営 業 総 利 益 9,346        7.2 8,852         7.0 494 5.6 
6,363        4.9 5,993         4.7 369 6.2 

営 業 利 益 2,983        2.3 2,859         2.3 124 4.4 

営 　業　 外　 収　 益 977 0.7 781 0.6 196 25.1 
受 取 利 息 及 び 配 当 金 228           174           54 
家 賃 収 入 215           164           51 
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 159           89            69 
持 分 法 に よる投 資 利 益 147           65            82 
そ の 他 の 収 益 226           288           △      61 

営 　業 　外 　費　 用 291 0.2 342 0.3 △      50 △ 14.8 
支 払 利 息 246           330           △      84 
そ の 他 の 費 用 45            11            33 
経 常 利 益 3,669         2.8 3,298         2.6 371 11.3 

特　　 別　　 利　　 益 236 0.2 297 0.2 △      61 △ 20.7 
固 定 資 産 売 却 益 15            176           △     161 
投 資 有 価 証 券 売 却 益 16            64            △      47 
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 47            10           37 
前 期 損 益 修 正 益 4             -             4 
一 般 更 生 債 権 免 除 益 96            -             96 
退 職 給付 引当 金取 崩益 30            -             30 
施 設 移 転 補 償 金 収 入 -             41            △      41 
台 風 災 害 保 険 求 償 金 24            -             24 
そ の 他 の 特 別 利 益 0 5             △       5 

特　　 別　　 損　　 失 296 0.2 663 0.5 △     367 △ 55.3 
固定資産売却及び除 却損 146           195           △      49 
投 資 有 価 証 券 評 価 損 15            7             7 
投 資 有 価 証 券 売 却 損 -                    0 △       0 
役 員 退 職 慰 労 金 9             130           △     120 
社 債 発 行 費 30            86            △      55 
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 6             54            △      47 
創 立 60周 年記 念事 業費 -             172           △     172 
前 期 損 益 修 正 損 -             1             △       1 
売 却 土 地 土 壌 改 修 費 用 38            -             38 
台 風 災 害 損 失 18            -             18 
損害賠償請求事件賠償金 15            -             15 
そ の 他 の 特 別 損 失 15            14           0 
税金等調整前当期純利益 3,609 2.8 2,932 2.3 676 23.1 
法人税、住民税及び事業税 1,463         1.1 2,122         1.7 △     658   △ 31.0 
法 人 税 等 調 整 額 △     100   △ 0.1 △     699   △ 0.6 598 △ 85.6 
少 数 株 主 利 益 72 0.1 80 0.1 △       8 △  9.9 

2,173 1.7 1,428 1.1 744 52.1 
 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

当 期 純 利 益

対前期比科 目
当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

増 減 金 額

－ １２ －



当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

金 額 金 額

（資本剰余金の部）

14,687                    14,687                    

-                         -                         

-                         -                         

14,687                    14,687                    

（利益剰余金の部）

15,933                    15,018                    

2,174                     2,154                     

当 期 純 利 益 2,173                     1,428                     

土地再評価差額金取崩に伴う増加高 1                         725                       

629                       1,238                     

配 当 金 547                       749                       

役 員 賞 与 金 81                        68                        

連結会社増加に伴う利益剰余金減少高 -                         421                       

17,479                    15,933                    

 連 結 剰 余 金 計 算 書 
自平成１６年４月１日  至平成１７年３月３１日

(単位:百万円・未満切捨)

科 目

利 益 剰 余 金 期 末 残 高

資 本 剰 余 金 期 末 残 高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 増 加 高

資 本 剰 余 金 減 少 高

－ １３ －



当連結会計年度 前連結会計年度
金      額 金      額

Ⅰ  
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 3,609 2,932 676
減 価 償 却 費 2,689 2,609 79
有 形 固 定 資 産 除 売 却 損 益 126 △      30 156
投 資 有 価 証 券 売 却 損 益 △       5 △      63 57
投 資 有 価 証 券 評 価 損 15 7 7
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 6 54 △      47
社 債 発 行 費 30 86 △      55
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 △     159 △      89 △      69
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 △     147 △      65 △      82
貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 △     169 59 △     229
退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 △     733 375 △   1,108
賞 与 引 当 金 の 増 減 額 3 △      56 60
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △     228 △     174 △      54
支 払 利 息 264 330 △      65
売 上 債 権 の 増 減 額 1,574 △   1,575 3,149
た な 卸 資 産 の 増 減 額 7 156 △     148
仕 入 債 務 の 増 減 額 △   1,201 1,505 △   2,706
未 払 消 費 税 等 の 増 減 額 △      30 △      59 29
そ の 他 △     412 124 △     536

小          計 5,240 6,127 △     887
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 228 174 54
利 息 の 支 払 額 △     264 △     330 65
法 人 税 等 の 支 払 額 △   1,736 △   2,406 670

    営業活動によるキャッシュ・フロー 3,467 3,564 △      96
Ⅱ 

定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 △     168 △     154 △      13
定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入 164 131 32
有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △       0 △      31 30
有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 21 307 △     286
有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △   3,921 △   7,809 3,887
有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 141 1,583 △   1,441
投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △     539 △      21 △     517
投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 86 246 △     160
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入 -         1,413 △   1,413
貸 付 に よ る 支 出 △      65 △     339 273
貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 100 470 △     370
そ の 他 120 800 △     680

    投資活動によるキャッシュ・フロー △   4,061 △   3,401 △     659
Ⅲ 

短 期 借 入 金 の 純 増 減 額 △      99 31 △     131
長 期 借 入 に よ る 収 入 179 327 △     147
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △     947 △     938 △       8
社 債 発 行 に よ る 収 入 2,469 6,913 △   4,444
社 債 の 償 還 に よ る 支 出 -         △   7,000 7,000
少 数 株 主 へ の 株 式 の 発 行 に よ る 収 入 -         6 △       6
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △     210 △     818 607
配 当 金 の 支 払 額 △     547 △     749 201
少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △      10 △       8 △       2

    財務活動によるキャッシュ・フロー 833 △   2,235 3,068
Ⅳ  -         -         -           
Ⅴ 239 △   2,072 2,312
Ⅵ 15,799 17,872 △   2,072
Ⅶ 16,039 15,799 239現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高

(単位:百万円・未満切捨)

科                                  目

自平成16年 4月 1日  至平成17年 3月31日
連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

増 減 金 額

－ １４ －



－ １５ － 

◎連結財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 
 
１．連結の範囲に関する事項 

      連結子会社  ………  ２８社 

        主要会社名 関東トナミ運輸㈱、呉西トナミ運輸㈱、大阪トナミ運輸㈱、 

                        日本運輸㈱、トナミ商事㈱、東洋ゴム北陸販売㈱ 

      子会社２８社につきましては、すべて連結しております。 

 

 

２．持分法の適用に関する事項 

      持分法適用関連会社  ………  ８社  

        主要会社名 東砺運輸㈱、ワイ・ケイ物流㈱ 

（新    規）     当連結会計年度に新たに関連会社になった１社 

                 ㈱静岡ドキュメントセキュリティ 

      関連会社８社につきましては、すべて持分法を適用しております。 

 

 

３．連結子会社の事業年度に関する事項 

      連結子会社の事業年度は、連結財務諸表提出会社と同じであります。 

 

 

４．会計処理基準に関する事項 

 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

      ①有価証券 

    その他有価証券 

      時価のあるもの…当連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法 

                      （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法       

                        により算定しております。） 

      時価のないもの…移動平均法による原価法 

②たな卸資産……………主として最終仕入原価法による原価法、一部個別法による原価法を                        

                      採用しております。 

 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

      ①有形固定資産       ………定率法によっております。 

     ただし、建物及び構築物については、定額法によっております。 

              なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

               建物及び構築物   …… ２年～５０年 

               機械装置及び運搬具 …… ２年～１５年 

      ②無形固定資産       ………残存価額を零とする定額法 

 

（３）重要な繰延資産の処理方法 

    社 債 発 行 費………支払時に全額費用として処理しております。 

 

 



－ １６ － 

（４）重要な引当金の計上基準 

      ①貸 倒 引 当 金       ………営業債権、貸付金などの貸倒による損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

      ②賞 与 引 当 金       ………従業員の賞与の引当として支給見込額基準により計上しております。 

      ③退職給付引当金………従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給 
                            付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 
                            過去勤務債務は、発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（11 年）による定額法により按分した額を発生の連結会計
年度から費用処理することとしております。 

                            数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平              
均残存勤務期間以内の一定の年数（11 年）による定額法により按分
した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとし
ております。 

 

（５）重要なリース取引の処理方法 

        リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取      

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

（６）その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

        消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

 

５．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

      連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引    き

出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負    

わない取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 



 － １７  － 

◎ 注記事項 

（ 連結貸借対照表関係 ） 
  （当連結会計年度） （前連結会計年度） 

 １．有形固定資産減価償却累計額 49,174 百万円 48,837 百万円 

 ２．担保資産及び担保付債務              
     担 保 提 供 資 産             
       有 形 固 定 資 産            
         建 物              3,221 百万円         3,333 百万円 
         車 両 運 搬 具           5 百万円   9 百万円 
         土 地            15,744 百万円 15,749 百万円 

         投 資 有 価 証 券                －百万円 12 百万円 
           合           計       18,971 百万円 19,105 百万円 
     担保資産に対応する債務             
       短 期 借 入 金                3,680 百万円 3,981 百万円 
       長 期 借 入 金            1,513 百万円 1,772 百万円 

 ３．保 証 債 務              1,185 百万円 1,305 百万円 

 ４．受 取 手 形 割 引 高              112 百万円 176 百万円 

 ５．受 取 手 形 裏 書 譲 渡 高              66 百万円 69 百万円 

６．土地再評価法の適用について 

     土地の再評価に関する法律(平成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号)に基づき、事業用の 

   土地の再評価を行い、土地再評価差額金を資本の部に計上しております。 

     ・再評価の方法 

          土地の再評価に関する法律施行令(平成10年 3 月 31日公布政令第119号)第 2条第       

3 号に定める地方税法第 341 条第 10 号の土地課税台帳又は、同条第 11 号の土地補充

課税台帳に登録されている価格に合理的な調整を行って算出しております。 

     ・再評価を行った年月日                  平成 12 年 3 月 31 日 

     ・再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

 （当連結会計年度） （前連結会計年度） 
                                            9,661 百万円 7,784 百万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － １８  － 

 （ 連結損益計算書関係 ） 

 （当連結会計年度）  （前連結会計年度） 

１．特 別 利 益           

  固定資産売却益 主なものは車両の売却に
よるものであります。 

 主なものは土地の売却に
よるものであります。 

２．特 別 損 失           

   固定資産売却及び除却損 主なものは車両の売却に
よるものであります。 

 主なものは車両の売却に
よるものであります。 

 

（ 連結キャッシュ・フロー計算書関係 ） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目と金額との関係 

                                （当連結会計年度） （前連結会計年度） 

 現 金 及 び 預 金 勘 定                           15,279 百万円 15,035 百万円 

 預入期間が 3ヶ月を超える定期預金                        △  239 百万円  △    235 百万円 

   有 価 証 券 勘 定                           1,065 百万円 1,046 百万円 

 償 還 期 間 が 3 ヶ 月 を 超 え る 債 券 等                        △    65 百万円  △    46 百万円 

 現 金 及 び 現 金 同 等 物 16,039 百万円 15,799 百万円 
  

 

 



１．事業の種類別セグメント情報 （単位：百万円・未満切捨）

当　連　結　会　計　年　度

物流関連事業 そ の他 事業 計 消去又は全社 連 結

営　業　収　益

 営業収益

 営業収益又は振替高

計 117,835    18,053     135,889    (     6,821) 129,068    

営 業 費 用 115,024    17,752     132,777    (     6,692) 126,084    

営 業 利 益 2,811      300        3,112      (       129) 2,983      

及び資本的支出

資 産 99,088     23,236     122,324    5,584      127,908    

減 価 償 却 費 2,504      193        2,698      9 2,689      

資 本 的 支 出 2,965      328        3,294      4 3,289      

前　連　結　会　計　年　度

物流関連事業 そ の他 事業 計 消去又は全社 連 結

営　業　収　益

 営業収益

 営業収益又は振替高

計 114,845    17,492     132,338    (     5,625) 126,712    

営 業 費 用 112,727    16,606     129,334    (     5,480) 123,853    

営 業 利 益 2,118      885        3,004      (       145) 2,859      

及び資本的支出

資 産 99,694     9,164      108,858    19,434     128,292    

減 価 償 却 費 2,438      179        2,618      8 2,609      

資 本 的 支 出 7,674      181        7,856      -          7,856      

セ グ メ ン ト 情 報

（注）（１）事業区分の方法
　　　　当社の事業区分の方法は、物流に関連する事業としての物流関連事業とそれ以外の事業としての
　　　その他事業にセグメンテーションしております。

49         －         (     5,625)5,625      5,576      

2.資 産、減 価 償 却 費

117,816    11,252     129,068    

11,916     126,712    

19         6,801      6,821      

－         126,712    

1.営業収益及び営業損益

1.営業収益及び営業損益

114,795    

－         129,068    

(     6,821) －         

(1) 外 部 顧客 に対 する

(1) 外 部 顧客 に対 する

(2) ｾ ｸ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ 間 の 内 部

(2) ｾ ｸ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ 間 の 内 部

2.資 産、減 価 償 却 費

－ １９ －



－  ２０ － 

  

      （２） 各事業区分の主要な事業収入 

事 業 区 分 営 業 収 益 区 分 

物 流 関 連 事 業 

 貨物自動車運送事業収入 

 貨物利用運送事業収入 

倉庫業収入 

港湾運送事業収入 

その他事業       

 自動車修理業収入 

 損害保険代理業収入 

 物品販売ならびに委託売買業収入 

 総合リース業収入 

 旅行業収入 

ダイレクトメール業収入 

旅館業収入 

その他事業収入 

 
（３） 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、 

親会社本社の総務部門、財務部門に係る費用であります。 
 当連結会計年度 197百万円 

 前連結会計年度 200百万円 

 

（４） 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での 

余資運用資金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理 

部門に係る資産等であります。 

 当連結会計年度 30,220百万円 

 前連結会計年度 27,597百万円 

 

     ２．所在地別セグメント情報 
       在外連結子会社がないため、記載しておりません。 
 
    ３．海外売上高 
       海外売上高がないため、記載しておりません。 
 
 
 
 

リース取引関係 
 

   ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
 



－ ２１  － 

関連当事者との取引関係 
 

     該当事項はありません｡ 
 

 

税効果会計関係 

 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 （当連結会計年度） （前連結会計年度） 

   繰延税金資産 

   賞与引当金損金算入限度超過額           506 百万円 509 百万円 

 退職給付引当金損金算入限度超過額 7,253 百万円 7,304 百万円 

 その他 757 百万円 465 百万円 

 繰延税金資産小計 8,517 百万円 8,279 百万円 

 評価性引当額 △  544 百万円 △  315 百万円 

 繰延税金資産合計 7,973 百万円 7,964 百万円 

 繰延税金負債 

 その他有価証券評価差額金 △  904 百万円 △ 612 百万円 

  固定資産圧縮積立金 △5,095 百万円 △5,185 百万円 

 繰延税金負債合計 △5,999 百万円 △5,797 百万円 

 繰延税金資産の純額 1,974 百万円 2,166 百万円 

 

 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるとき 

     の、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 （当連結会計年度） （前連結会計年度） 

 法定実効税率                         41.57％        41.59％ 

 （ 調 整 ） 

     交際費等永久に損金に算入されない項目           1.53％               1.65％ 

     受取配当金等永久に益金に算入されない項目   △  1.46％           △  1.44％ 

     住民税均等割等                                 5.81％               6.78％ 

   持分法による投資利益                       △  1.76％           △  0.93％ 

     その他                                     △  7.92％               0.88％ 

   税効果会計適用後の法人税等の負担率              37.77％              48.53％ 

 

 



－ ２２ － 

有価証券関係 
 

当連結会計年度（平成17年 3月 31日現在） 
 
  １．その他有価証券で時価のあるもの  

(単位：百万円・未満切捨) 

種      類 取 得 原 価 
連結貸借対照表 
計 上 額        

差     額 

（１）株 式      2,475 4,717   2,241 
（２）債 券      
        社    債 
        そ の 他 

 
   84 
   － 

 
   85 
   － 

 
      0 
     － 

（３）そ の 他         －    －      － 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの            

小   計 2,560 4,802   2,241 
（１）株 式         72    67 △    5 
（２）債 券      
        社    債 
        そ の 他 

 
   － 
   － 

 
   － 
   － 

 
   － 
     － 

（３）そ の 他        110   109 △   0 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 

小   計   182   176 △    5 
合             計 2,743 4,979   2,236 

 
 
２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成16年 4月 1日  至平成17年 3月 31日） 

(単位：百万円・未満切捨) 
売 却 額        売却益の合計額 売却損の合計額 

21   16 － 
 
 
３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額                              
                                                           (単位：百万円・未満切捨) 

内     容 連結貸借対照表計上額 
    その他有価証券 
        非上場株式(店頭売買株を除く) 
        コマーシャル・ペーパー 

 
2,923 

                    999 

   
   
  ４．その他有価証券のうち満期があるものの債券の今後の償還予定額 

(単位：百万円・未満切捨) 
 １年以内 １年超 5 年以内 5 年超 10 年以内 10 年超 

 債        券 
   社      債 
   そ  の  他 

 
 65 
 － 

 
 20 
 － 

 
 － 
100 

 
－ 
10 

合    計  65  20 100 10 

 

 

 

 

 

 

 



－ ２３ － 

前連結会計年度（平成16年 3月 31日現在） 
 
  １．その他有価証券で時価のあるもの  

(単位：百万円・未満切捨) 

種      類 取 得 原 価 
連結貸借対照表 
計 上 額        

差     額 

（１）株 式      1,772 3,332   1,559 
（２）債 券      
        社    債 
        そ の 他 

 
  105 
   － 

 
  106 
   － 

 
      1 
     － 

（３）そ の 他         －    －      － 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの            

小   計 1,878 3,439   1,560 
（１）株 式        654   608 △   45 
（２）債 券      
        社    債 
        そ の 他 

 
   25 
   － 

 
   24 
   － 

 
△    0 
     － 

（３）そ の 他         60    58 △    1 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 

小   計   739   692 △   47 
合             計 2,617 4,131   1,513 

 
 
２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成15年 4月 1日  至平成16年 3月 31日） 

(単位：百万円・未満切捨) 
売 却 額        売却益の合計額 売却損の合計額 

  417   64 0 
 
 
３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額                              
                                                           (単位：百万円・未満切捨) 

内     容 連結貸借対照表計上額 
    その他有価証券 
        非上場株式(店頭売買株を除く) 
        コマーシャル・ペーパー 

 
2,680 

                    999 

   
   
  ４．その他有価証券のうち満期があるものの債券の今後の償還予定額 

(単位：百万円・未満切捨) 
 １年以内 １年超 5 年以内 5 年超 10 年以内 10 年超 

 債        券 
   社      債 
   そ  の  他 

 
 46 
 － 

 
 85 
 50 

 
－ 
－ 

 
－ 
10 

合    計  46 135 － 10 

 

 

 

デリバティブ取引 

        該当事項はありません。 



－ ２４ － 

退職給付関係 

  

１．採用している退職給付制度の概要 

     当社及び一部の連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度、厚生年金基金

加算型制度及び適格退職年金制度を設けております。なお、厚生年金基金加算型制度の改定

を行い、当社につきましては平成16年 6月よりキャッシュバランスプラン（市場金利連動型

年金）に移行しております。 

 

 

２．退職給付債務に関する事項 

                      （当連結会計年度）  （前連結会計年度） 

 イ．退職給付債務                           △21,755百万円        △28,347百万円 

  ロ．年金資産                 2,736百万円   3,022百万円 

  ハ．未積立退職給付債務            △19,019百万円 △25,324百万円  

  ニ．会計基準変更時差異の未処理額       －百万円 －百万円 

  ホ．未認識数理計算上の差異           3,876百万円 4,632百万円 

  へ．未認識過去勤務債務             △ 4,232百万円 581百万円 

  ト．貸借対照表計上額純額           △19,376百万円  △20,110百万円 

  チ．前払年金費用                   －百万円 －百万円 

  リ．退職給付引当金        △19,376百万円  △20,110百万円 

  （注）一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております｡ 

 

 

３．退職給付費用に関する事項 

                      （当連結会計年度）  （前連結会計年度） 

  イ．勤務費用（注） 970百万円 1,077百万円 

  ロ．利息費用 563百万円 661百万円 

  ハ．期待運用収益            △   66百万円 △   10百万円 

  ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 －百万円 －百万円 

  ホ．数理計算上の差異の費用処理額      471百万円 621百万円 

  へ．過去勤務債務の費用処理額    △  331百万円 58百万円 

ト．退職給付費用 1,607百万円  2,408百万円 

 

(注) １．企業年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。 

         ２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上し 

             ております｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 



－ ２５ － 

 （当連結会計年度） （前連結会計年度） 

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

ロ．割引率 2.5% 同左 

ハ．期待運用収益率 2.5% 同左 

ニ．過去勤務債務の額の処理年数 11 年（発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による定額法により

按分した額を発生の連結会計

年度から費用処理することと

しております。） 

同左 

ホ．数理計算上の差異の処理年数 11 年(各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数に

よる定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理することと

しております。) 

同左 

 



   (単位：百万円・未満切捨）

営 業 収 益 構成比 営 業 収 益 構成比
% % %

(  117,816) ( 91.3) (  114,795) ( 90.6) (3,020) (2.6)

92,621 71.8 93,106 73.5 △484 △ 0.5 

20,641 16.0 17,292 13.6 3,348 19.4 

4,553 3.5 4,396 3.5 156 3.6 

(   11,252) ( 8.7) (    11,916) ( 9.4) (△664) (△5.6)

129,068 100.0 126,712 100.0 2,355 1.9 

（注）その他事業欄には、自動車修理業、損害保険代理業、物品販売並びに委託売買業、 

 　　 総合リース業、旅行業、ダイレクトメール業、旅館業、その他事業の各収入を含   

      めて表示しております。

合 計

港 湾 運 送 事 業

貨 物 自 動 車 運 送 事 業
及び貨物利用運送事業

倉 庫 事 業

事      業      別

物 流 関 連 事 業

そ の 他 事 業

事業別営業収益明細表

増減金額 対前期比
前 連 結 会 計 年 度当 連 結 会 計 年 度

－ ２６ －


